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都市近郊農村における水田単作農業の変容 : 常総
市本豊田地区を事例に
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▽ 耕起 □もみ冷やし ◎ 播種 育苗期● 代掻き○田植え 生育期ｖ除草 収穫期
第８図　常総市本豊田地区における主要作物の栽培暦（2013年）
 （聞き取り調査により作成）
第３表　常総市本豊田地区における農家にかかる賦課金（2013年）
 （聞き取り調査により作成）
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れ，賦課金の大部分は井戸から電動ポンプで水を
汲み上げる際の電気代に充当されている．井戸の
管理は井戸の近くに居住する農家が行っている．
４）出荷先
本豊田地区における現在の出荷先は，JAと米
穀商の２種類が存在し，個人で出荷・販売する農
家も存在する．米穀商への出荷と個人出荷は1990
年代から2000年代にかけて普及した新しい出荷形
態であり，それ以前はほとんどの農家が生産物の
大半をJAに出荷していた．
JAを通した出荷は，1990年代まではすべての
農家が利用していた．しかしながら，JAを通し
て出荷する場合，国策である減反に協力しなけれ
ばならず，水稲作の継続を希望する農家は減反す
るか新しい出荷先を確保する必要が生じた．その
ような状況で米穀商が本豊田地区で営業活動を始
め，減反せずともコメを高く買いとってくれる米
穀商への販売に移行する農家が増加した．JAで
の聞き取り調査によると，豊田地区での集荷量は
年々少しずつ減少していき，1990年頃からの20年
間で半分にまで落ち込んだ．農家への聞き取り調
査によると，現在，農家がJAを通して出荷する
のは，家族がJAに勤務している，減反分の生産
物を出荷している，といった消極的な理由が挙げ
られた．なお，野菜や麦などコメ以外の生産物は，
現在でも多くの農家がJAに出荷している．
米穀商を通した出荷は，本豊田地区の多くの農
家が利用している．米穀商はJAの相場よりも高
くコメを買い取ることが多く，集荷料なしで直接
各農家へ集荷に訪れ，収穫前に前金を支払う業者
も存在するため，農家からの評価は高い．本豊田
地区の農家が出荷する米穀商は常総市，下妻市，
つくば市，坂東市に所在し，米穀商の規模は大小
さまざまである．米穀商との取引の契機は，知
人が経営する米穀商からのコメの販売依頼や，営
業活動で米穀商が各農家を訪問したことが主であ
る．それぞれの農家は複数の米穀商と取引し，他
の米穀商の買取価格やJAへの出荷量，個人販売
での販売量を考慮して，販売する量を柔軟に調整
している．
個人販売は，大規模生産農家でみられる出荷形
態である．消費者から注文を受け，宅配便で発送
する場合が多いが，自宅の庭先で直接販売する農
家も存在する．農家と消費者が直接的に結び付く
販売形態であるため，各農家は自身の生産するコ
メの中で最も品質の高いものを個人販売用とする
傾向がある．個人で販売する農家の多くは，親戚
や知人にコメを配ったところ食味が良いと評判を
呼び，ほかの人からもコメを売ってほしいと依頼
されたことから個人販売を始めている．販売先は
多様であり，常総市周辺の居住者への販売がほと
んどである農家もあれば，全国に販路を持つ農家
も存在する．各農家は出荷する際に野菜を無料で
提供するなど，個人販売ならではの工夫をしてい
る．
Ⅲ－２　類型別にみた農業経営の特徴
聞き取り調査を実施した本豊田地区の農家29戸
について，水稲作経営面積や農作業の受委託の状
況をもとに第７図のように分類した．「大規模受
託農家」に分類される農家は，農地の借り受けや
農作業の受託により，３ha 以上の水稲作付面積
を有する（農家１～６）．この農家はJA に出荷
する場合もあるが，ほとんどが米穀商と取引をし
ており，個人販売にも取り組むなど，積極的な農
業経営を行う，本豊田地区における農業の担い手
である．「小規模委託農家」に分類される農家は，
水稲作に従事するが，部分的に作業を大規模受託
農家に委託している（農家７～13）．水稲作付面
積は２ha 未満であり，個人販売を行っている農
家はなく，JAまたは米穀商を通して販売してい
る．「土地持ち非農家」に分類される農家は，水
稲作を全面的に大規模受託農家に委託し，自給的
畑作は行っても，水稲作には従事していない（農
家14～29）．以上の分類に従って，それぞれの類
型ごとに個々の農家の事例を通して，本豊田地区
における農業経営の特徴を検討する．
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１）大規模受託農家
①大規模専業農家の事例（農家２）
農家２は水稲作付面積が18ha に及ぶ大規模農
家であり，そのうち15ha が借地である．57歳の
世帯主と32歳の世帯主の息子が農業に従事し，世
帯主の配偶者は個人販売部門に専従するため農作
業は行っていない．繁忙期の春と秋には臨時的に
労働力を雇用し，田植えには２人，稲刈りには４
～５人が作業に加わる．栽培品種はほとんどがコ
シヒカリであり，もち米であるしなのもちと，酒
米として加工される日本晴を少量生産している．
世帯主はJAに勤務していたが，1986年に両親
の病気をきっかけに退職し，専業農家となった．
1985年からコメのほかに周年でミツバの栽培を開
始し，４連棟のビニールハウスを建設した．1992
年にビニールハウスが雪害により破損したため，
ミツバ栽培を取りやめ，稲作専従となった．以後，
近隣の農家から農作業を受託し，農地を借り受け
るようになった．2000年以降は農業機械を処分す
る農家が増加したことにより，農作業を全委託す
る農家も増え，経営面積を拡大させた．世帯主は
認定農業者であり，豊田地区の大規模農家で結成
する任意組織「アグリエイト」の代表を務め，農
地集積を進めている．農家２では現在，20人より
農地を借り受け，年間30件ほどの作業を受託して
いる．
農家２は主に個人販売を行っており，販売収入
の60～70％が個別宅配されている．個人販売を開
始するきっかけとなったのは，コメの価格が高騰
していた1990年代後半に，知人の姉に市価よりも
安く販売したことである．この時，知人の姉が農
家２の栽培するコメの食味を気に入り知人に広め
たところ，注文が相次いだため，個別宅配を始め
ることにした．また生産したコメに自ら価格を付
けたいと考えていたことも，個別宅配を始める大
きな要因であった．現在では知人への販売だけで
なく，インターネットや雑誌に広告を掲出するこ
とで獲得した全国の消費者に販売を行っている．
ほかに，知人である米穀商にも販売している．
農家２は，借地と農作業受託によって経営規模
を拡大し，自ら積極的にコメを販売することに
よって農業経営を安定させている．
②大規模兼業農家の事例（農家４）
農家４は７ha の水田を所有する大規模兼業農
家であり，収入の主な部分は自営業での収益であ
る．所有する水田の内訳は，自作地が2.5ha，借
地が4.5ha であり，さらに2013年は0.3ha が転作田
となっている．農家４では57歳の世帯主と50歳代
の配偶者が主に農業に従事しており，息子は同居
しているが補助的な農作業を行うのみである．ま
た，繁忙期には親戚へ作業の手伝いを依頼してい
る．栽培品種は全てコシヒカリで，反収はおよそ
９俵である．
農家４の世帯主は高等学校卒業後にJAに勤務
しており，当時は両親が農業を経営していたが，
徐々に現在の世帯主に経営を移行するようになっ
た．1980年代には３ha の自作地で稲作を単作で
経営し，品種はコシヒカリを主として日本晴も栽
培していた．また，養豚も経営しており，母豚を
約30頭飼育して２～３ヶ月になる子豚を肥育業者
に販売することで利益を得ていた．しかし1986年
に洪水が起きたことや，同時期に豚の販売価格が
低迷していたことを理由に経営を中止した．稲作
に関しても洪水後に実施された河川改修によって
0.5ha の自作地が減少した．その後，2010年ごろ
から借地を行い，親戚や農家４の近隣など３戸の
農家より合計2.5ha の水田を借り受けている．ま
た，2012年からは周辺の大規模農家らによって構
成されるアグリエイトに加入した．なお，兼業は
1993年ごろから始め，それまで勤めていたJAを
退職して，業務に必要な資格を取得した．経営主
は兼業を前提とした農業経営を行う考えを持って
おり，就農当時から専業農家になることを考慮し
ていない．
農家４は，コメをJAに出荷せず全量を地元の
米穀商へ出荷している他，少量を親戚等に個人販
売している．2012年は４つの米穀商に出荷してお
り，専用の冷蔵庫に貯蔵しているコメを必要な時
に出荷している．なお，転作田について，2012年
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は加工用米を栽培して年間100俵ほどを米穀商に
出荷し，2013年は他の農家に委託して麦を栽培し
ていた．
農家４では，今後は10ha ほどまで水田を拡大
できると考えており，兼業での農業を維持してい
く方針である．
２）小規模委託農家（農家10）
農家10は自作の水田を１ha 所有する農家であ
り，57歳の世帯主の息子とその配偶者が農業に携
わる．このほか17a の陸田を所有するが，陸田は
すべて大規模農家に貸し出している．農家10では，
世帯主の息子は常総市内に，息子の配偶者は下妻
市に通勤する兼業農家であり，休日や早朝などを
利用して農作業を行っている．世帯主は86歳，世
帯主の配偶者は84歳ですでに農業から引退してい
る．
世帯主は専業農家で，配偶者とともに1950年代
まで水稲作と養蚕を行っていた．養蚕は繭の買取
価格が低下したことと，桑畑を開墾して麦やナタ
ネ栽培を始めたことから経営を中止した．1953年
に耕耘機を購入したことをきっかけに農業の機
械化を始め，1961年に稲刈り用のバインダーを，
1977年頃に稲刈り機を購入した．また同時期に圃
場整備事業が完了し，水稲作専業となった．当時
の栽培品種はコシヒカリと日本晴であったが，現
在はコシヒカリのみを生産している．1990年代よ
り世帯主の息子が農作業を補助し，1998年頃から
は息子とその配偶者が農業の中心的な担い手とな
り世帯主とその配偶者は農業を引退した．2010年
頃，農家10では自身の所有する陸田に十分な農業
用水が供給されないことから麦畑への転換を検討
した．この際，大規模農家から陸田の借り受けを
打診され，この農家へ貸し出すこととなった．農
家10から陸田を借り受けた農家は，陸田で水稲作
を継続している．
農家10では親戚や知人に配るコメを除いて，得
意先の米穀商へ出荷している．農家10が最初に利
用したのは，世帯主の同級生が経営する豊田地区
に所在する米穀商であり，同時期に減反政策が始
まったため，JAへの出荷を取りやめた．この米
穀商との取引は，その同級生が亡くなるまで続け，
その後常総市内の別の米穀商に出荷していたが，
2007年頃より周辺の農家からの評判の良い下妻市
の米穀商へ転換した．
農家10では，恒常的な農外就業の合間に農業を
行っており，経営規模の拡大は不可能である．今
後は陸田の貸し出しだけでなく，農作業を部分委
託することも想定できる．
３）土地持ち非農家（農家14）
農家14は所有する水稲作付地約３ha をすべて
貸し出している土地持ち非農家である．世帯主は
71歳で地区内で自営業を営んでおり，販売目的で
の農業は行っていない．
世帯主は学校を卒業後，世帯主の両親とともに
農業を開始し，1969年に結婚してからは世帯主の
配偶者も農業に従事した．当時は水稲作に加え，
養蚕と畑作を行っていたが，養蚕業は1970年頃
に，キュウリやトマトなどの畑作は1986年に取り
やめ，陸田に転換した．世帯主は1982年から親戚
の経営する瓦店で臨時的に雇用されるようになっ
たが，次第に瓦店勤務の比重が増していった．そ
して1986年に所有する水田1.7ha すべてを親戚で
ある農機具店の仲介により常総市の農家に貸し出
し，畑地から転換した陸田の耕作のみを継続する
ようになった．世帯主は瓦店で勤務する中で自ら
顧客を得るようになり，瓦職人としての仕事に専
念するため，2000年頃に配偶者の姉の嫁ぎ先であ
る下妻市の農家へ陸田1.3ha すべてを貸し，非農
家となった．
世帯主が自ら農業を行っていた頃は，コシヒカ
リと日本晴を生産していたが，現在の貸付先の農
家はコシヒカリとミルキークインを生産してい
る．農家14は10a あたり２俵のコメを貸付先から
受け取り，貸付先は残る収穫物を自由に販売して
いる．所有していたコンバイン，籾摺り機，乾燥
機は処分または親戚に譲渡し，既に農家14は農業
機械を保有していない．
農家14では，農外就業の比重が増した結果離農
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し，土地持ち非農家となった．農外就業の機会が
増す今日においては，こうした土地持ち非農家が
さらに増加することが予想される．
４）類型からみた農業経営の特徴
大規模受託農家では，自作地に加えて借地での
耕作や農作業の受託を行うことで，経営規模の拡
大を図っている．これらの農家は個人販売を行う
ことで独自の販路を開拓し，また米穀商とも取引
をすることで，収益を高める工夫を行い，意欲的
に農業に取り組んできた．こうした中で各農家は
減反政策を推進するJAから距離を置き，水稲作
専業，特にコシヒカリ単作を志向し，主たる収入
源としての農業を継続してきた．また多くの農家
が後継者を確保していることから，地域の農業の
担い手として今後も安定的な経営が可能である．
個々の大規模農家間の連携はまだ弱いものの，各
農家がさらなる農業経営を拡大する中で，機械の
共同購入や共同出荷がみられるようになるものと
思われる．
小規模委託農家は，農外就業を主たる収入源と
しており，先祖伝来の農地で各人が可能な範囲で
農業を継続している．都市近郊農村である本豊田
地区は，多様な農外就業の機会に恵まれており，
また意欲的な大規模農家が地区内に存在すること
から，今後も農地の貸し出しや農作業の委託は進
むであろう．さらに委託や貸し出しが進めば，土
地持ち非農家への移行も十分に考えられる．
土地持ち非農家は，他業種への転換と地域内に
農地を任せることのできる大規模農家が存在する
ことから，離農する事例が多くみられた．また農
機具を手放しており，土地持ち非農家が農業に戻
る可能性は低いといえる．
このように地区内における離農者の続出は，農
外就業の機会増大に加え，それらの土地を引き受
けることが可能な大規模層の農家の存在も大きな
要因となっている．また小規模農家層も自身で耕
作不可能な面積の農地を大規模層の農家に作業委
託もしくは貸し付けることで，自作地のみの経営
を維持し，可能にしている．
Ⅳ　都市近郊における水田単作地帯の変容
Ⅳ－１　大規模農家による農地集積と作業受託
の展開
１）アグリエイトの活動
現在，旧豊田村ではアグリエイトと呼ばれる任
意組織が，営農継続が困難となった農家などから
農地を借り受け，集積を図っている．本豊田地区
にはアグリエイトの組合員が４人存在している．
アグリエイトの前身組織である豊田地区受託組
合は，2001年８月に旧豊田村の農家８人によって
組織された．結成目的は，農作業料金や小作料に
関する情報交換と農作業効率化のための農地交
換・集積であった．その後，茨城県の農用地利用
集積実事業を受け，2003年に旧豊田村の全農家
337戸に対して，農業委員会と旧石下町の農政課
が中心となって今後の営農方針などに関するアン
ケート調査や座談会を14日間かけて実施した．そ
の結果，規模拡大の意向を示す農家は10戸程度し
かいなかった．他の農家は後継者がいないことや，
機械が故障したら営農を継続することはできなく
なるなどの意見であったため，豊田地区受託組合
は積極的な農地の集積をすることを決定した．そ
の後，豊田地区受託組合は現在のアグリエイトに
名称を変更し，旧豊田村における農用地利用の現
況を示した図を作成し，2006年までの集積目標面
積の目標表を設定した．
上記のような具体的な目標のもと，アグリエ
イトは積極的な農地集積を開始し，当初は30～
40ha 程度の規模であったが，その後，徐々に面
積を増やしていき，2013年現在，水田・陸田・麦
畑合計で約200ha を耕作しており，結成当初の５
年間で170ha という耕作目標は達成している．農
地の集積に際しては，アンケートをもとにして営
農継続の意向をもたない農家と交渉したり，定期
的に座談会を開くなどして情報収集や交渉を行っ
ている．また，2013年から作業の効率性を高める
ために，アグリエイトの組合員間で農地の入れ替
えに関する話し合いを進めている．これは土地条
件によってコメや小麦の作付の良し悪しが決まる
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ため，年１回，話し合いの場を設け，どの農地に
どの作物を植えるのか協議するものである．メン
バーは現在も８人であるが，結成当初から１人入
れ替わっている．また，後継者のいるメンバーは
５人であり，そのうち専業が４人である．田植え
と収穫後には反省会を開き，メンバーと配偶者が
参加する．この他に２年に１回懇親のための旅行
を企画している．
第９図はアグリエイトの組合員である農家２が
集積する農地および農作業の受委託状況とその他
の本豊田地区に居住する組合員の農地集積もしく
は農作業受委託の状況を示したものである．農家
２は一部，地区の南に部分委託や全委託の土地を
もっているが，主に地区の北に全面委託された農
地や春作業・秋作業を請け負った農地を保有して
いる．また，他の農家も近接した農地において全
作業もしくは部分委託をしている．このように，
各農家の請け負う農地はできる限り近接した場所
に存在しており，作業の効率化が図られている．
農家２は近隣の地区の農地も借り入れており，本
豊田地区に縛られない農地の集積が行われてい
る．
このように，アグリエイトは組織という利点を
活かして農地の集積による作業の効率化を図り，
本豊田地区内における遊休農地の発生を防いでい
る．
　
２）地縁・血縁関係をもとにした受動的な作業
受託と農地集積
アグリエイトが積極的な集積を行う一方で，本
豊田地区内には地縁・血縁関係による受動的な農
地集積を行う農家も存在する．
例えば，農家３では，自作地は以前から水田１
ha，陸田3.4ha と変化していないものの，2007年
頃から借地が増加した．最初に借地を依頼された
のは，1980年代後半であり，2013年現在，借地お
よび作業委託を面積合計で約11.5ha 請け負ってい
る．借地は９戸からであり，そのうち親戚が３戸，
残り６戸が知人である．借地のうち，旧飯沼村に
居住する弟からの借地が４ha ともっとも規模が
大きい．2014年にはさらに２ha の借地が増える
予定であるなど，徐々にその規模が拡大してきて
いる．農家３は決して農作業の受託と農地集積を
試みたわけではなく，すべて農作業の委託もしく
は農地の貸し付け側からの要請を受けて受託して
いる状況である．
このような受動的な農作業の受託と農地集積形
態が存在する背景には，農作業の委託と農地の貸
し付けに対する容易さが挙げられる．地区内には
アグリエイトの組合員が４人居住し，積極的な農
作業の受託と借地をしているが，貸し付けを希望
する農家がアグリエイトの組合員に積極的に接触
することは少ない．アグリエイトよりも血縁や地
縁関係などを活かした，より接触の取りやすい人
に農地の貸し付けを提示する場合が多い．そうい
う意味では，受動的であっても農作業などを請け
負う農家の存在意義は大きい．
以上のように，本豊田地区内では，地縁・血縁
関係を利用して，営農継続が困難になった農家が
農地を貸し付けることのできる大規模農家が存在
していることが効率的な農地賃借を促している．
このような受動的な集積は，アグリエイトによる
集積と比較すると小規模ではあるが，アグリエイ
トでは集積できない農地を代わりに請け負ってい
ると捉えることができ，集積の補完をしていると
考えられる．
Ⅳ－２　大量生産を支える出荷先
本豊田地区では1980年代まで，ほとんどの農家
がJAへコメを出荷していた．しかし，現在はJA
の低収益性や減反政策によるコメの作付面積削減
を回避するために，農家は主に個別宅配と米穀商
への出荷を主としている．特に，大規模農家は生
産するコメの量が増加するにしたがって，その量
なコメを安定的に出荷するために販路を拡大して
きた経緯がある．その中でも，重要な役割を果た
しているのが米穀商である．ここでは米穀商の集
出荷体制が本豊田地区の農家の農業経営にどのよ
うな役割を果たしているのかをある米穀商の事例
から検討する．
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聞き取り調査を行った坂東市に立地する米穀商
Ａは取扱量の拡大を目的として，2000年代前半か
ら本豊田地区の農家との取引を開始した．農家３
の世帯主の配偶者の弟から本豊田地区の農家を紹
介してもらったことを取引開始の契機としてい
る．2013年現在，坂東市を中心とする近隣の自治
体を集荷範囲としており，坂東市4,000俵，古河
市1,500俵，境町2,500俵，常総市3,000俵，つくば
市1,000俵，土浦市1,000俵を集荷している．その
うち，常総市の農家とは14～15人程度と取引して
おり，４～５人が本豊田地区の農家である．コメ
を集荷する際の手順として，６月に農家を訪問し
0 200（m）
第９図　農家２による農作業の受託と自作地・借地の分布（2013年）
 （聞き取り調査により作成）
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て，どれくらいのコメを出荷可能であるかを話し，
８月に買取価格の見直しを行う．その後，９月の
収穫時期には農家を再び訪問し，コメを集荷して
回る．支払いに関しては，検査の後，１週間以内
に行われる．米穀商Ａはこのようにして集荷した
コメを，主に全国展開しているファストフード店
１社と東京近郊の米穀卸業者４社，大阪の米穀卸
売業者１社へ出荷し，それとは別に個人販売もし
ている．ファストフード店とは2012年から取引を
開始した．取扱品種は主に，検査米ではあきたこ
まち3,000俵とコシヒカリ9,000俵，その他1,000俵
となっている．
このように，米穀商Ａは大手資本や複数の取引
先を確保することで，大量のコメを扱うことが可
能となっており，今後も取扱量を増加させていく
予定である．このことが，大規模化し，かつ１農
家当たりの生産量を増加させている本豊田地区の
農家の出荷を支え，安定的な収益を確保できてい
る要因の１つであるといえる．また，集荷に関し
ても農家まで取りに行くなどのサービスが，農家
の負担を減らし，営農の継続に繋がっている．
なお，個別宅配についてもいわゆる付加価値を
つけたコメとして販売している農家が３戸存在し
ている．宅配の手間などがかかり，大量に取り扱
うことは難しいが，収益の面で自らの想定した価
格をつけられることもあるため，少量ながらも個
別宅配を行っている．また，インターネットサイ
トなどを利用した積極的な販売方法をとる農家も
いる．
以上のように，米穀商と個別宅配を組み合わせ
る，あるいは米穀商と取引することで，大規模化
する本豊田地区の農家は出荷を安定させ，収益を
確保できていることが明らかとなった．
Ⅳ－３　農外就業への近接性のもつ意義
山本ほか（1990）でも指摘されているように，
1980年代までの本豊田地区は農外就業への近接性
が高い地域であり，本豊田地区内に立地する瓦工
業をはじめ工務店経営，大工などの土木建築関係
に従事する者が多くみられた．本豊田地区外へは
常総市内だけでなく，つくば市や下妻市などへ通
勤圏が広がっており，本豊田地区は高度な通勤兼
業農村としての性格を有していた．しかし，それ
から20年以上経過した現在，本豊田地区では，兼
業しながら農業を支えていた世代が高齢となり，
後継者不在による労働力不足を理由に離農する農
家が増加した．
しかし，未だに農外就業への近接性が高いこと
を活かした農業経営も行われている（第４表）．
農地集積をし，大規模経営をしながらも他産業に
従事している農家４や農家５は本豊田地区内で自
営業を営んでいる．このように，大規模でありな
がらも，地区内で自営業に従事することで，日頃
の田の見回りなどを容易に行うことが可能となっ
ており，さらに自営の事務所であることから，農
作業との調整が容易な状況にもある．また，親世
代がすでに60歳代以上になり，農業労働力が不足
する小規模農家にとって，地区に近接した就職先
があるということは営農を継続するうえで重要な
要素である．小規模農家の息子・娘世代の多くが，
常総市内において，市役所職員や教員，消防士な
どに従事している．また，一般企業に勤める者も
坂東市などの比較的近接した市町村に通勤してい
る．そのため，親世代と同居し，自宅から通う者
第４表　常総市本豊田地区における業種別農外就
業（2013年）
 （聞き取り調査により作成）
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が多い．親世代が高齢で農作業に従事することが
困難な場合，息子・娘世代は休日に主体的に農業
に従事，もしくは農繁期に補助的に従事している．
水稲作は自家で農用機械を保有していれば，兼業
でも十分に経営を維持することは可能である．農
外就業への近接性が，２世代の同居を可能にし，
農業の従事に繋がっている．
このように，1980年代から農業経営の規模の差
が大きくなる中で，大規模農家は地区内で自営業
に従事することで，時間的に余裕のある時を見計
らって農作業に従事することが可能となった．一
方で，小規模農家においては，息子・娘世代が近
接した就業先をみつけ，高齢となった両親と同居
しながら，休日に中心となって農作業に従事する
かもしくは補助的に農業に従事することで農業経
営を支えていることが明らかとなった．
Ⅴ　おわりに
本研究では，常総市本豊田地区を事例に，都市
近郊農村における水田単作農業の変容を明らかに
した．
本豊田地区では，第二次世界大戦前から水田と
畑作を組み合わせた専業的な農業経営が行われて
いた．水田では稲の収穫後にはナタネが栽培され，
畑では麦類とその後の夏作として大豆やジャガイ
モ，サツマイモなどが栽培された．このほか，養
蚕用の桑の栽培も行われていた．1950年には換金
作物として，タバコの栽培を行う農家がわずかな
がらみられた．冬季には，畑での麦類，水田での
ナタネの栽培のほかに，脱穀後の藁を利用して，
農作業に利用する縄や俵，莚が作られた．この期
間に東京に出稼ぎに行く農家もあったが，いずれ
も小規模農家で数戸程度であった．
1960年代に入ると，コメの収益性の高さから，
水田は水稲単作が主流となった．また，1964年か
ら畑地の多くも陸田へと転換された（山本ほか，
1990）．その時に，地区内では陸田用のポンプを
管理する中城地区陸田組合が設立されるなど，積
極的な畑地の陸田化が進められた．1970年代以降，
水稲作の機械化により，省力化が進行した．さら
に，東京近郊の都市化と筑波研究学園都市の開発
により，他産業への就業機会が増加した．これに
より，農家は余裕のできた時間を活用するため
に，近隣の市町村に立地する企業などに就業し始
め，本豊田地区は高度な通勤兼業農村へと変化し
ていった．しかし，1990年代になると他産業に従
事しながら農業に従事していた世代が高齢化し，
後継者不足も影響して地区内における農家の離農
が進行した．
農業の担い手が減少する中で，2000年代前後よ
り，農地の集積や農作業の受委託が盛んに行われ
るようになった．その中心となっているのが，積
極的に農地集積を行うアグリエイトという任意組
合であり，旧豊田村の農家８戸で組織された．ア
グリエイトは地縁・血縁を超えた農地集積を展開
しており，これにより本豊田地区の農地の多くも
遊休農地となることなく，水田や陸田として利用
されている．また，アグリエイトによる集積がで
きない部分を補完するように，アグリエイトに所
属していない農家による受動的な農地集積および
作業受託が行われていた．
この農家の大規模化を支えるのが米穀商への
大規模出荷と個別宅配である．1990年頃までは，
JA常総ひかりへ出荷する農家が多かったが，減
反政策により，農家は減反分の農地で小麦を栽培
しなければならなかった．しかし，大規模化し，
コメと小麦の両方を栽培する余裕がなくなってき
たことから，ほとんどの大規模農家はコメだけを
生産するようになった．その際の新しい出荷先と
して，米穀商が選択された．現在，複数の米穀商
が本豊田地区の農家と取引をしている．米穀商は
出荷先として全国チェーンのファストフード店や
数多くの米穀卸業者と取引関係にあり，徐々に自
社の取扱量を増加させている．このことが，本豊
田地区の農家によって大量生産されるコメを安定
的に取り扱うことを可能にしている．また，コメ
を農家に直接出向いて集荷するサービスなど，農
家の経営を支えている．個別宅配に関しても，自
身の意図する価格をつけることが可能なため，手
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間はかかるものの収益性が高い出荷方法として，
一部の農家で取り入れられている．
このように，地区内には大規模借地農家が存在
する中で，自作地のみで耕作する小規模農家も存
在している．小規模農家では親世代が高齢化し，
農業を維持するのが困難な中で，同居する息子・
娘世代が主体的もしくは補助的に農業に従事して
いる．これは農外就業先に近接していることから，
２世代同居となり，高齢化した親世代に代わる農
業従事者として息子・娘世代が機能することを可
能としている．
以上のように，本豊田地区では農家の離農が相
次ぎ，担い手が減少していく中で，専業・兼業大
規模農家を中心に農地集積・作業受委託が行わ
れ，農地が維持されている．しかし，現在の大規
模農家の多くが後継者を保有しておらず，今後も
農地の集積が順調に進んでいくとは限らない．た
だ，アグリエイトといったように，すでに本豊田
地区を超えた農地集積が行われていることを考え
ると，水稲作を維持することはすでに地区単位で
はなく，複数地区ひいては市町村単位で担われる
ことも想定しなければいけないだろう．その際に，
地縁・血縁に縛られないアグリエイトの実施する
農地集積はその地盤として重要な意味合いをもっ
ていると考えられる．
現地調査に際しJA常総ひかり，米穀商，本豊田地区住民の方々に多大なるご協力を賜りました．また，
添付の土地利用図の作成は筑波大学の宮坂和人技官にお願いいたしました．末筆ながら以上を記して感謝
を申し上げます．
本稿の骨子は2013年日本地理学会秋季学術大会（福島大学）において発表した．
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